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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しています。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 163,282 198,258 234,712 357,486 417,950

経常利益 (百万円) 4,572 7,087 12,772 11,484 17,167

中間(当期)純利益 (百万円) 2,238 3,921 7,766 6,564 9,759

純資産額 (百万円) 66,396 83,664 101,688 72,819 92,318

総資産額 (百万円) 131,650 157,715 191,962 146,159 174,431

１株当たり純資産額 (円) 1,952.83 2,281.96 2,717.40 2,138.31 2,488.67

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 65.83 115.45 228.42 189.63 287.30

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.4 49.1 48.1 49.8 48.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △308 8,443 18,183 7,324 16,639

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,840 △4,474 △8,841 △9,980 △13,667

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 819 △975 △723 743 274

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 3,320 8,983 19,164 4,971 9,712

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
9,052
(1,840)

10,896
(2,336)

12,585
(2,917)

9,664
(1,915)

11,574
(2,423)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しています。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

４ 平成18年３月期の１株当たり配当額16円は、設立45周年記念配当２円を含んでいます。 

５ 平成19年３月期の１株当たり配当額26円は、株式上場記念配当５円を含んでいます。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

  

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 67,995 76,254 86,750 143,396 164,617

経常利益 (百万円) 2,176 4,222 6,229 4,862 8,546

中間(当期)純利益 (百万円) 1,447 3,035 4,489 3,392 5,859

資本金 (百万円) 4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

発行済株式総数 (千株) 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000

純資産額 (百万円) 48,626 54,791 60,762 51,625 57,598

総資産額 (百万円) 76,069 86,462 95,944 83,537 94,984

１株当たり純資産額 (円) 1,430.19 1,611.53 1,787.15 1,515.21 1,694.08

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 42.57 89.29 132.04 96.59 172.33

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 7.00 9.00 17.00 16.00 26.00

自己資本比率 (％) 63.9 63.4 63.3 61.8 60.6

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,413
(332)

1,467
(379)

1,520
(642)

1,413
(325)

1,465
(422)



２ 【事業の内容】 

当グループは、当社及び国内外38社の関係会社により構成され、事業別には、二輪事業、四輪事業及び

その他事業からなっています。 

 また、その他の関係会社である本田技研工業㈱とは、継続的で緊密な事業上の関係にあります。 

 当グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりです。  

 なお、事業の種類別セグメントと同一の区分です。  

(二輪事業)  

二輪車用シート及び二輪車用附属用品の製造販売を行っています。  

国内における製造販売を当社及び九州テイ・エス㈱が行い、海外における製造販売を在外子会社が行って

います。  

<主な関係会社>  

当社、九州テイ・エス㈱、天津提愛思塑料製品有限公司、重慶提愛思塑料製品有限公司  

(四輪事業)  

四輪車用シート及び四輪車用内装品等の製造販売を行っています。  

国内における製造販売を当社及びサン化学工業㈱が行い、海外における製造販売は在外子会社が行ってい

ます。  

<主な関係会社>  

当社、テイエス テック ホールディング カンパニー、トライ・コン インダストリーズ リミテッド、テ

イエス テック ユーエスエー コーポレーション、テイエス トリム インダストリーズ インコーポレーテ

ッド、テイエス テック ノースアメリカ インコーポレーテッド、テイエス テック アラバマ リミテッド 

ライアビリティー カンパニー、テイエス テック カナダ インコーポレーテッド、テイエス テック トリ

ム フィリピンズ インコーポレーテッド、テイエス テック(タイランド)カンパニー リミテッド、テイエ

ス テック サン(インディア)リミテッド、テイエス テック ユーケー リミテッド、広州提愛思汽車内飾

系統有限公司、テイエス テック(ホンコン)カンパニー リミテッド、広州徳愛康紡績内飾製品有限公司、

寧波保税区提愛思泉盟汽車内飾有限公司、寧波出口加工区提愛思泉盟汽車内飾有限公司、ピーティー テ

イエス テック インドネシア、インダストリアス トライ・コン デ メキシコ エスエーデーイーシーブ

イ、トライモント マニファクチャリング インコーポレーテッド、テイエス テック ド ブラジル リミタ

ーダ、サン化学工業㈱、トライモールド リミテッド ライアビリティー カンパニー、武漢提愛思全興汽

車零部件有限公司、広州広愛興汽車零部件有限公司、テイエス テック インディアナ リミテッド ライア

ビリティー カンパニー 

(その他事業)  

四輪車・二輪車の販売、国内物流支援等  

㈱ホンダプリモ テイ・エスが四輪車の販売、㈱テイエス・コーポレーションが二輪車の販売を行ってい

ます。また、当社の製品輸送については㈱テイ・エス ロジスティクスが主として行っています。  

<主な関係会社>  

当社、㈱ホンダプリモ テイ・エス、㈱テイエス・コーポレーション、㈱テイ・エス ロジスティクス  

  



事業の系統図は、次のとおりです。 

 



上記の他、非連結子会社として国内に㈲テイ・エス保険サービス、持分法適用関連会社として、国外に

ラグナ テイエス ランド インコーポレーテッドがあります。 

 (注) 当社の「その他の関係会社」である本田技研工業㈱は、当社の得意先の一つです。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1) 平成19年４月３日に新たに設立したテイエス テック インディアナ リミテッド ライアビリティー

カンパニーは、当中間連結会計期間より連結子会社となりました。 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２ 議決権の所有(被所有)割合欄の(内書)は間接所有割合です。 

３ 同社は特定子会社に該当します。 

  

  

  

名称 住所
資本金又
は出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容

所有割合
(％)

被所有
割合 
(％)

役員の
兼任等

資金 
援助

営業上の取引
設備の
賃貸借

テイエス テック インディアナ 
リミテッド ライアビリティー 
カンパニー

アメリカ
インディアナ州

千米ドル
10,000

四輪事業
100.0

(100.0)
―

兼任２名
出向１名

― ― ―



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員(当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者

を含む。)であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 従業員数は、主たる業務により事業の種類別に分類しているため、二輪事業、四輪事業及び全社(共通)のセ

グメントに、その他事業に係る従業員数が含まれています。 

３ 全社(共通)は、当社の間接部門及び各セグメントに共通する営業部門の従業員数です。 

４ 連結子会社においては、主要な事業により区分し記載しています。 

５ 臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。 

 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業

員数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社、連結子会社ともに、労使関係は安定しており特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

二輪事業 275 (126)

四輪事業 11,918(2,650)

その他事業 98 (100)

全社(共通) 294  (41)

合計 12,585(2,917)

従業員数(名) 1,520(642)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の世界経済は、米国のサブプライムローン問題による国際金融市場への影響はあ

ったものの、総じて堅調な拡大を継続しました。  

 輸出や個人消費が好調に推移した欧州では緩やかな景気回復を示したほか、中国及びアジア諸国にお

いても、引続き好調な経済成長を維持しましたが、米国では、長引く住宅不況の影響を受けて、景気は

減速傾向となりました。  

 我が国の経済は、設備投資などに弱さが見られるものの、引続き好調な企業収益に支えられ、緩やか

な景気拡大を維持しました。  

 当グループの関連する自動車業界の生産・販売台数は、米国・欧州では概ね横ばいで推移し、中国及

びアジア諸国においては生産・販売台数ともに増加しました。一方、国内においては、販売台数は減少

しましたが、生産台数については好調な輸出により横ばいで推移しました。  

 このような状況の中、当グループは、来る第10次中期（平成21年３月期から平成23年３月期までの３

年間）に向けて、当期が最終年度である第９次中期経営計画の総仕上げをおこなうべく、諸施策を展開

してまいりました。  

 テイエス テック ユーエスエー コーポレーション（米国）をはじめとする北米地域では、９月より

発売開始となった新型ホンダＵＳアコードに、安全技術の更なる向上、軽量化などの環境対応、外観ク

オリティー、快適性を追求したシート及び内装品の供給を開始いたしました。また、北米開発拠点であ

るテイエス テック ノースアメリカ インコーポレーテッド（米国）では、同地区における安全評価技

術の自立化を目的とし、当社が保有するダイナミック試験機と同型の試験機の新規導入を決定しまし

た。  

 その他、2006年より生産能力の拡充を図ってきた中国・アジア・イギリスにおいては、主としてホン

ダシビック、ＣＲ－Ｖ等を中心とした生産台数の大幅な増加を背景に、業績は拡大いたしました。  

 国内では、マザー機能の役割を果たすべく、ホンダの世界戦略車である新型ＵＳアコード及び今秋発

売の新型フィット向け製品の量産化に向け、海外支援体制を更に強化し、今後の同機種の世界展開及び

日本供給品対応に万全を期すべく取組んでまいりました。  

この結果、当中間連結会計期間の売上高は、2,347億12百万円と前中間連結会計期間に比べ364億54百

万円(18.4％)の増収となりました。利益面では、営業利益は118億19百万円と前中間連結会計期間に比

べ53億83百万円(83.7％)の増益、経常利益は127億72百万円と前中間連結会計期間に比べ56億84百万円

(80.2％)の増益、中間純利益は77億66百万円と前中間連結会計期間に比べ38億44百万円(98.0％)の増益

となりました。 

分野別売上高の状況につきましては、二輪車用シートや樹脂部品等からなる二輪事業分野では、イン

ドにおける需要増による受注の増加はあったものの、国内市場における需要の伸び悩みに伴う受注減少

等により、売上高は47億61百万円と前中間連結会計期間に比べ２億20百万円(4.4％)の減収となりまし

た。 



四輪事業分野では、国内市場の低迷は続いたものの、得意先の輸出拡大に伴う受注増加やイギリス、

中国、その他アジア地域の受注が好調に推移したことなどにより、売上高は2,259億70百万円と前中間

連結会計期間に比べ369億87百万円(19.6％)の増収となりました。主力製品の四輪車用シートにつきま

しては、売上高は1,889億50百万円と前中間連結会計期間に比べ360億45百万円(23.6％)の増収となりま

した。また、ドアトリム及びルーフトリムなどの内装品等につきましては、売上高は370億20百万円と

前中間連結会計期間に比べ９億42百万円(2.6％)の増収となりました。 

その他事業分野では、国内における自動車市場の伸び悩みを受け、車輌販売台数が減少したことなど

により、売上高は39億80百万円と前中間連結会計期間に比べ３億12百万円(7.3％)の減収となりまし

た。 

  

なお、所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。 

(日本) 

国内自動車販売台数は減少したものの、輸出増加に伴う得意先からの受注が引続き好調に推移したこ

とや、海外子会社向けシート部品の輸出売上が増加したことなどにより、売上高は927億93百万円と前

中間連結会計期間に比べ104億78百万円(12.7％)の増収となりました。 

利益面では、増収に伴う利益の増加や原価低減効果等により、営業利益は53億７百万円と前中間連結

会計期間に比べ14億48百万円(37.5％)の増益となりました。 

(北米) 

北米自動車市場の伸び悩みの中、日系自動車メーカーの自動車販売が堅調に推移したことなどによ

り、売上高は934億52百万円と前中間連結会計期間に比べ34億16百万円(3.8％）の増収となりました。 

利益面では、増収に伴う利益の増加はあったものの、材料費の上昇やモデルチェンジ時に発生した費

用等により、６億31百万円の営業損失(前中間連結会計期間は営業利益14億83百万円)となりました。 

(中国) 

好調な中国自動車市場を背景に、広州における得意先からの受注が堅調に推移したことに加え、武漢

においてホンダＣＲ－Ｖの量産が本格的に開始されたことによる受注増加等により、売上高は260億15

百万円と前中間連結会計期間に比べ82億42百万円(46.4％）の増収となりました。 

利益面では、増収に伴う利益の増加等により、営業利益は33億69百万円と前中間連結会計期間に比べ

７億11百万円(26.8％)の増益となりました。 

(その他の地域) 

イギリスにおけるホンダＣＲ－Ｖの増産をはじめとして、インドネシアの市場回復、その他アジア地

域及びブラジルにおいても得意先からの受注が好調に推移したことなどにより、売上高は391億41百万

円と前中間連結会計期間に比べ192億15百万円(96.4％）の増収となりました。 

利益面では、増収に伴う利益の増加に加え、イギリスにおいて前期発生した新モデル立上費用の減少

もあり、営業利益は53億86百万円と前中間連結会計期間に比べ48億28百万円(865.1％)の増益となりま

した。 

  

  

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により181億83百万円増加し、投資

活動により88億41百万円減少し、財務活動により７億23百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物

は94億52百万円の増加となり、中間期末残高は191億64百万円(前年同期比113.3％増)となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動により得られた資金は、181億83百万円と前中間連結会計期間に比べ97億39百万円(115.3％)

の増加となりました。これは、税金等調整前中間純利益が128億25百万円と前中間連結会計期間に比べ

57億73百万円増加したこと及び、仕入債務の増加額が63億41百万円と前中間連結会計期間に比べ20億75

百万円増加したことなどによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により支出した資金は、88億41百万円と前中間連結会計期間に比べ43億67百万円(97.6％)の

増加となりました。これは、投資有価証券の売却による収入が前中間連結会計期間に比べ１億47百万円

増加したものの、有形固定資産の取得による支出が88億32百万円と前中間連結会計期間に比べ41億74百

万円増加したことなどによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により支出した資金は、７億23百万円と前中間連結会計期間に比べ２億51百万円(25.8％)の

減少となりました。これは、配当金の支払額が５億77百万円と前中間連結会計期間に比べ２億72百万円

増加したこと及び、少数株主への配当金の支払額が８億44百万円と前中間連結会計期間に比べ２億10百

万円増加したものの、短期借入金の純増減額が７億41百万円と前中間連結会計期間に比べ７億57百万円

増加したことなどによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格により算出しました。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ その他事業の生産高には、商品仕入高を含んでおり、その内訳は以下のとおりです。 

 
  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 最近２中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。
  

 
  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

二輪事業 4,761 △4.4

シート 188,990 23.7

四輪事業 内装品等 36,998 3.7

小計 225,988 19.9

その他事業 3,924 △9.6

合計 234,674 18.6

販売用車輌の商品仕入高 1,510百万円

その他 2,413百万円

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

二輪事業 4,828 △6.3 997 △6.7

シート 193,658 23.7 31,662 34.9

四輪事業 内装品等 38,491 2.8 8,056 5.9

小計 232,150 19.7 39,718 27.8

その他事業 3,900 △7.9 295 △1.5

合計 240,880 18.5 41,011 26.4

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

二輪事業 4,761 △4.4

シート 188,950 23.6

四輪事業 内装品等 37,020 2.6

小計 225,970 19.6

その他事業 3,980 △7.3

合計 234,712 18.4

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

本田技研工業㈱ 52,038 26.2 57,631 24.6

ホンダオブアメリカマニ
ュファクチュアリング・
インコーポレーテッド

36,712 18.5 36,322 15.5

ホンダマニュファクチュ
アリングオブアラバマ・
エル・エル・シー

30,949 15.6 30,163 12.9



３ 【対処すべき課題】 

世界経済は堅調な動きを示しているものの、高止まった原油価格の更なる高騰や為替の動向など、今

後の企業業績や個人消費への影響が懸念されます。自動車業界では引続き中国及びアジアを中心に市場

規模は拡大すると思われますが、完成車メーカー間におけるコスト競争力を背景としたシェア争いは激

しさを増し、当社もグローバルベースで厳しいコスト環境下におかれていくものと推測されます。  

 このような状況の中、当グループは第９次中期経営計画の最終年度にあたり、４つの重点施策の総仕

上げを確実におこなうとともに、更なる利益率の向上を念頭に置き、来年度より始まる第10次中期経営

計画の策定に取組んでおります。 

 今後は、本年４月に設立したテイエス テック インディアナ リミテッド ライアビリティー カンパ

ニーの2008年９月の本格稼動、大手得意先の増産計画への対応、安全技術を中心とした高付加価値製品

や環境に配慮した製品の創出など、開発技術力を核としグローバルレベルでの企業体質強化を更に進め

てまいる所存です。  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当グループは『創造とチャレンジ』を行動要件とし、ユニークでかつ競争力のある製品群を生み出す

べく、進化する次世代のシート及び内装品への研究開発活動を行っています。  

 また、当社の強みであるグローバル展開力を活かし、日本、北米、欧州、中国、アジア等での営業・

生産活動から発信されるグローバルな情報を的確にとらえ、世界的視野での研究開発活動も行っていま

す。  

 その活動は、栃木県の技術センターを核とし、北米においてはテクニカルセンターの増設により研究

開発能力を強化したテイエス テック ノースアメリカ インコーポレーテッドにおいても行っていま

す。  

 研究開発の内容は、ユーザーニーズ、得意先ニーズに応え、期待以上の製品を提供するために、安全

技術、環境対応技術、快適技術、魅力商品を基軸に展開しています。  

 主な開発商品は、二輪車・四輪車用のシート及び内装品です。 

 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、65億34百万円です。  

  

（二輪事業）  

１ 環境対応技術 

二輪車用シートは、環境負荷極小化を図るための研究開発活動及び軽量化のための材料開発を実施

し、二輪車のCO2排出削減に貢献しています。 

２ 快適技術 

二輪車特有の尻痺れ感、痛みを低減するため、官能的な要素を定量的に測定する評価技術を用いてニ

ューモデルの開発を行っています。また、二輪車用シートの快適性向上を目指し、新材料開発、シート

ヒーター、撥水本皮シート等、ユーザーニーズを満足させられるような新商品の開発を行っています。



３ 外観クオリティー技術 

二輪車用シートの外観出来映えを定量的に評価する手法により、出来映えが向上する新設計・新技術

をニューモデルに随時搭載しています。また、意匠の再現性や加飾性に富んだ新技術シートも開発展開

を図っています。 

  

当二輪事業に係る研究開発費の金額は、４億21百万円です。 

  

(四輪事業) 

１ 安全技術 

世界の事故情報から得られる安全基準の情報を基に、独自の基準を設け、スタテック／ダイナミック

による実験研究開発を行っています。  

 この実験からアウトプットされる多種多様のデータを基に、コンピュータ解析及び信頼性を向上させ

るための独自のシミュレーション解析を行っています。  

 更に、後方衝突による頚部障害軽減のためのアクティブヘッドレストや、搭乗者の体重によって、エ

アバックの展開を制御するシートウエイトセンサーの開発に取組み、商品化し、採用車種を拡大・進化

させています。 

２ 環境対応技術 

企業の社会的責任として、人の健康維持、地球環境の保全のため、環境対応技術の開発取組みを行っ

ています。  

 自社の製品に使用しているすべての材料・部品に含まれる有害化学物質の使用を避け、環境負荷極小

化を図るとともに、開発段階でVOC（揮発性有機化合物）の低減を行うため、代替材料の研究開発活動

を継続的に展開し、得意先VOC低減目標達成に寄与しています。  

 また、自社製品に使用している材料・部品のリサイクル化技術として、四輪車用シート等の解体性向

上の研究、再利用を可能にするモノマテリアル化(単一素材化)の研究を進めており、その一例として、

ポリエステル繊維によるクッション材は、表皮材と同一素材にすることで、分解・分離せずにリサイク

ルが可能であり、軽量化にも貢献できる新たなクッション材として、研究を進めております。 

３ 快適技術 

着座初期の快適性向上、長時間走行における疲労低減を目的とした研究開発を行っています。具体的

には、人間工学研究に基づく静的快適性の研究、また生理学研究及び独自理論による疲労度定量評価等

の疲労の研究を基礎研究として行っています。  

 それらの研究開発活動により、より軽量で乗員の疲労低減効果の高いランバーサポート機構を独自に

開発し、得意先ニューモデルに搭載されました。  

 また、将来における快適性シートの実現に向け、アクティブ機能デバイスの先行開発も行っており、

常に世界TOPの快適性シートを目指し開発を行っています。 

４ 魅力商品  

時代要求の高いスモールカー、SUV車において進化が著しい多機能技術に対応するため、オリジナル

商品の開発を強化しています。  

 チップアップ＆ロングスライド機構、空調シートとリア・パワー フォールダウン ヘッドレスト及び

チップアップ・ワンモーション・ダイブダウンリアシート、リア・ウルトラシート等、ユニークかつ時

代をリードする競争力のある製品を開発し、商品化してきました。  



特に空調シートや新開発ウエイトセンサー等の電装部品との融合技術と、多機能デバイスの開発を今

後も強化していきます。  

 また、世界TOPブランドとしての外観クオリティーを目指して研究調査を行い、シート構成要素別に

外観寄与率の基準を定めたオリジナル技術評価や、コンピューターシミュレーション解析結果をベース

とした、世界TOP外観クオリティーシートの研究開発活動を展開しています。 

５ 内装技術  

内装品のドアトリムやルーフトリムについても、環境対応以外に商品魅力向上のための質感の高い新

加工技術、新加飾技術、照明等の開発に積極的に取組んでいます。 

  

当四輪事業に係る研究開発費の金額は、60億83百万円です。 

  

(その他事業) 

当グループのその他事業の研究開発活動は、二輪事業及び四輪事業の各研究開発活動による成果をベ

ースに、その他事業分野の個別ニーズに対応した応用技術開発を行い、商品デザインを含めた高質・高

機能な新商品の開発活動を行って、各得意先へ提案し採用頂いています。 

  

当その他事業に係る研究開発費の金額は、29百万円です。 

  

これらの基軸の技術を更に成長させ、全世界のお客様に積極発信し、シート及び内装品において世界

をリードする商品開発を行ってまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた設備計画の重要な変更は次のとおり

です。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 新機種対応、合理化等を主な目的としているため、生産能力の増加は殆どありません。 

３ 投資予定額のみの変更であり、当初計画に対する生産能力の増加はありません。 

  

会社名又は事業所名 
（所在地）

事業の種類 
別セグメン 
トの名称

設備の内容
当初

投資予定額 
(百万円)

変更後
投資予定額 
(百万円)

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

在外 
子会社

テイエス  
テック ユー
エスエー コ
ーポレーシ
ョン 
(アメリカ 
オハイオ州)

四輪事業
四輪車用
シート製
造設備

989 1,715
自己資金及び

借入金
平成19年
４月

平成20年
３月

（注２）

テイエス 
テック イン
ディアナ リ
ミテッド ラ
イアビリテ
ィー カンパ
ニー 
(アメリカ 
インディア
ナ州)

四輪事業

土地、建
屋及び四
輪車用シ
ート製造
設備

2,013 2,575
自己資金及び

借入金
平成19年
４月

平成20年
３月

（注３）



(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとお

りです。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 新機種対応、合理化を主な目的としているため、生産能力の増加は殆どありません。 

３ 新設のため、生産能力の比較はしていません。 

  

会社名又は事業所名 
(所在地)

事業の種類別セ 
グメントの名称

設備の内容
投資額 
(百万円)

完了年月
完成後の 
増加能力

提出 
会社

埼玉工場 
（埼玉県行田市）

四輪事業
四輪車用シート及び
内装品製造設備

404 平成19年９月 （注２）

埼玉工場 
（埼玉県川越市）

四輪事業
四輪車用内装品製造
設備

154 平成19年９月 （注２）

鈴鹿工場 
（三重県鈴鹿市）

四輪事業
四輪車用シート及び
内装品製造設備

1,012 平成19年９月 （注２）

国内 
子会社 

九州テイ・エス㈱ 
（熊本県菊池市）

二輪事業
四輪事業
その他事業

二輪車用シート及び
部品製造設備

189 平成19年９月 （注２）

在外 
子会社

テイエス トリム インダ
ストリーズ インコーポレ
ーテッド 
(アメリカ オハイオ州)

四輪事業
四輪車用内装品製造
設備

518 平成19年９月 （注２）

テイエス テック ユーエ
スエー コーポレーション 
(アメリカ オハイオ州)

四輪事業
四輪車用シート製造
設備

230 平成19年９月 （注２）

テイエス テック ノース
アメリカ インコーポレー
テッド 
(アメリカ オハイオ州)

四輪事業 試験設備 68 平成19年９月 （注２）

テイエス テック インデ
ィアナ リミテッド ライ
アビリティー カンパニー 
(アメリカ インディアナ
州)

四輪事業
土地、建屋及び四輪
車用シート製造設備

1,216 平成19年９月 （注３）

トライモント マニファク
チャリング インコーポレ
ーテッド 
(カナダ オンタリオ州)

四輪事業
四輪車用内装品製造
設備

92 平成19年９月 （注２）

広州提愛思汽車内飾系統
有限公司 
(中国 広東省)

四輪事業
四輪車用シート製造
設備

214 平成19年９月 （注２）

武漢提愛思全興汽車零部
件有限公司 
(中国 湖北省)

四輪事業
四輪車用シート及び
内装品製造設備

494 平成19年９月 （注２）

テイエス テック（タイラ
ンド）カンパニー リミテ
ッド 
(タイ アユタヤ県)

四輪事業
四輪車用シート及び
内装品製造設備

463 平成19年９月 （注２）

テイエス テック サン
（インディア）リミテッ
ド 
(インド ノイダ)

二輪事業
四輪事業

四輪車用シート製造
設備

34 平成19年９月 （注２）

テイエス テック ユーケ
ー リミテッド 
(イギリス ウィルシャー)

四輪事業
四輪車用シート製造
設備

393 平成19年９月 （注２）



(3) 重要な設備の新設等  

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりです。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 試作、試験設備及び金型設計システムであるため、生産能力の増加はありません。 

３ 倉庫及び事務所であるため、生産能力の増加はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名又は事業所名 
（所在地）

事業の種類 
別セグメン 
トの名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額 

(百万円)
既支払額 
(百万円)

提出 
会社

技術センタ
ー 
(栃木県塩谷
郡高根沢町)

二輪事業
四輪事業
その他 
事業

四輪車用
シート、
二輪車用
シート及
び内装品
の試作・
試験設
備、金型
設計シス
テム

1,002 112 自己資金
平成19年
８月

平成20年
３月

（注２）

在外  
子会社

テイエス 
テック ユー
ケー リミテ
ッド  
(イギリス 
ウィルシャ
ー)

四輪事業
土地及び
建屋

886 588 自己資金
平成19年
４月

平成20年
３月

（注３）



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当する事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当する事項はありません。 

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,000,000

計 136,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,000,000 34,000,000
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 34,000,000 34,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 34,000 ― 4,700 ― 5,121



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。 

 
（三井アセット信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口） 

 
２ ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社から、大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、

次のとおり株式を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当中間会計期間末時点における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では考慮していません。 

平成19年８月21日  報告義務発生日 平成19年８月15日 

 
３ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社から、大量保有報告書

の変更報告書の写しの送付があり、次のとおり株式を保有している旨の報告を受けていますが、当社として

当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができない部分については、上記大株主の状況では考

慮していません。なお、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行については、実質所有株式数の確認ができましたので

上記大株主の状況に記載しています。 

平成19年９月３日  報告義務発生日 平成19年８月27日 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 7,680,000 22.59

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,754,400 5.16

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,699,500 5.00

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（三井アセット信
託銀行再信託分・株式会社三井
住友銀行退職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,699,500 5.00

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 1,360,000 4.00

株式会社埼玉りそな銀行
埼玉県さいたま市浦和区常盤七丁目４番
１号

1,340,000 3.94

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,180,900 3.47

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 960,000 2.82

住友生命保険相互会社（常任代
理人日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社）

東京都中央区築地七丁目18番24号 920,000 2.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 890,000 2.62

計 ― 19,484,300 57.31

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,754,400株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,699,500株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,180,900株

氏名又は名称 住所
保有株式数

(株)
株券等保有割合(％)

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 1,614,600 4.75

氏名又は名称 住所
保有株式数

(株)
株券等保有割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,699,500 5.00

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 963,700 2.83

計 ― 2,663,200 7.83



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ １単元は100株です。 

２ 「単元未満株式」には、自己株式が365株含まれていますが、これは単元未満株式の買取請求によるもので

す。 

  

② 【自己株式等】 

該当する事項はありません。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

33,993,100
339,931 ―

単元未満株式
普通株式

6,900
― ―

発行済株式総数 34,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 339,931 ―

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 4,010 4,100 4,800 4,870 4,850 4,580

最低(円) 3,380 3,450 4,080 4,190 3,950 3,770



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

    なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

    なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,191 19,402 9,944

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※２ 54,384 64,254 62,084

 ３ たな卸資産 20,450 26,988 24,487

 ４ 未収還付 
   法人税等

2,140 1,179 952

 ５ その他 6,008 6,253 6,952

    貸倒引当金 △154 △266 △203

   流動資産合計 92,021 58.3 117,811 61.4 104,218 59.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び 
    構築物

14,022 17,137 16,343

  (2) 機械装置 
    及び運搬具

14,234 16,506 14,743

  (3) 工具器具 
    及び備品

5,383 6,188 5,968

  (4) 土地 7,552 7,658 7,611

  (5) その他 2,812 5,132 2,710

   有形固定資産 
   合計

44,005 27.9 52,623 27.4 47,376 27.2

 ２ 無形固定資産 946 0.6 1,331 0.7 1,398 0.8

 ３ 投資その他 
   の資産

  (1) 投資有価 
    証券

17,164 16,400 17,592

  (2) その他 3,756 3,986 4,023

      貸倒引当金 △179 △190 △178

   投資その他の 
   資産合計

20,741 13.2 20,196 10.5 21,436 12.3

   固定資産合計 65,693 41.7 74,151 38.6 70,212 40.3

   資産合計 157,715 100.0 191,962 100.0 174,431 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

46,575 56,019 51,980

 ２ 短期借入金 8,381 12,758 9,012

 ３ １年以内に 
   返済すべき 
   長期借入金

22 ― 7

 ４ 賞与引当金 1,532 1,605 1,448

 ５ 役員賞与 
   引当金

60 60 120

 ６ その他 9,486 12,732 12,382

   流動負債合計 66,058 41.9 83,176 43.3 74,951 43.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 24 ― 21

 ２ 役員退職慰労 
   引当金

638 1,058 837

 ３ 退職給付 
   引当金

1,047 348 676

 ４ その他 6,281 5,691 5,624

   固定負債合計 7,992 5.1 7,098 3.7 7,160 4.1

   負債合計 74,050 47.0 90,274 47.0 82,112 47.1

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,700 3.0 4,700 2.4 4,700 2.7

 ２ 資本剰余金 5,121 3.2 5,163 2.7 5,163 3.0

 ３ 利益剰余金 58,524 37.1 71,191 37.1 64,028 36.7

 ４ 自己株式 △17 △0.0 △1 △0.0 △0 △0.0

   株主資本合計 68,328 43.3 81,053 42.2 73,891 42.4

Ⅱ 評価・換算差額 
  等

 １ その他 
   有価証券 
   評価差額金

9,076 5.7 8,627 4.5 9,365 5.3

 ２ 為替換算 
   調整勘定

111 0.1 2,710 1.4 1,358 0.8

   評価・換算 
   差額等合計

9,188 5.8 11,337 5.9 10,723 6.1

Ⅲ 少数株主持分 6,147 3.9 9,297 4.9 7,703 4.4

   純資産合計 83,664 53.0 101,688 53.0 92,318 52.9

   負債純資産 
   合計

157,715 100.0 191,962 100.0 174,431 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 198,258 100.0 234,712 100.0 417,950 100.0

Ⅱ 売上原価 181,285 91.4 210,014 89.5 378,983 90.7

  売上総利益 16,972 8.6 24,697 10.5 38,967 9.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 梱包運搬費 2,202 3,081 5,005

 ２ 役員報酬 238 250 475

 ３ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

90 220 290

 ４ 給与手当 3,876 4,212 8,075

 ５ 減価償却費 477 565 1,019

 ６ 研究開発費 246 318 650

 ７ その他 3,404 10,537 5.3 4,228 12,878 5.5 7,033 22,551 5.4

   営業利益 6,435 3.3 11,819 5.0 16,416 3.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 113 175 271

 ２ 受取配当金 129 167 343

 ３ 収入家賃 62 64 113

 ４ 持分法による 
   投資利益

254 307 512

 ５ 為替差益 239 388 ―

 ６ その他 66 865 0.4 106 1,210 0.5 154 1,394 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 185 235 402

 ２ 為替差損 ― ― 165

 ３ その他 27 213 0.1 21 257 0.1 75 643 0.1

   経常利益 7,087 3.6 12,772 5.4 17,167 4.1



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 12 9 21

 ２ 投資有価証券 
   売却益

― 95 103

 ３ 貸倒引当金 
   戻入益

63 ― 30

 ４ その他 1 77 0.0 0 106 0.1 15 170 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※２ 2 9 5

 ２ 固定資産除却損 ※３ 94 44 267

 ３ 固定資産 
   減損損失

※４ 15 ― 15

 ４ その他 0 113 0.0 0 53 0.0 1 290 0.0

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

7,051 3.6 12,825 5.5 17,047 4.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,337 3,057 5,791

   法人税等調整額 △411 1,925 1.0 79 3,136 1.4 △1,375 4,415 1.1

   少数株主利益 1,204 0.6 1,921 0.8 2,872 0.7

   中間(当期) 
   純利益

3,921 2.0 7,766 3.3 9,759 2.3



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,700 5,121 54,909 ― 64,731

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △305 △305

役員賞与 △117 △117

従業員奨励福利基金等 △31 △31

連結範囲の変動及び 
持分法の適用範囲の変動

148 148

中間純利益 3,921 3,921

自己株式の取得 △17 △17

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― 3,615 △17 3,597

平成18年９月30日残高(百万円) 4,700 5,121 58,524 △17 68,328

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,504 △416 8,088 4,655 77,474

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △305

役員賞与 △117

従業員奨励福利基金等 △31

連結範囲の変動及び 
持分法の適用範囲の変動

148

中間純利益 3,921

自己株式の取得 △17

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

572 527 1,099 1,492 2,591

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円)

572 527 1,099 1,492 6,189

平成18年９月30日残高(百万円) 9,076 111 9,188 6,147 83,664



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,700 5,163 64,028 △0 73,891

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △577 △577

従業員奨励福利基金等 △25 △25

中間純利益 7,766 7,766

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― 7,163 △1 7,161

平成19年９月30日残高(百万円) 4,700 5,163 71,191 △1 81,053

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 9,365 1,358 10,723 7,703 92,318

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △577

従業員奨励福利基金等 △25

中間純利益 7,766

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

△738 1,352 614 1,593 2,207

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△738 1,352 614 1,593 9,369

平成19年９月30日残高(百万円) 8,627 2,710 11,337 9,297 101,688



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,700 5,121 54,909 ― 64,731

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △610 △610

役員賞与 △117 △117

従業員奨励福利基金等 △61 △61

連結範囲の変動及び 
持分法の適用範囲の変動

148 148

当期純利益 9,759 9,759

自己株式の取得 △22 △22

自己株式の処分 41 22 63

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の 
変動額合計(百万円)

― 41 9,118 △0 9,160

平成19年３月31日残高(百万円) 4,700 5,163 64,028 △0 73,891

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,504 △416 8,088 4,655 77,474

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △610

役員賞与 △117

従業員奨励福利基金等 △61

連結範囲の変動及び 
持分法の適用範囲の変動

148

当期純利益 9,759

自己株式の取得 △22

自己株式の処分 63

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

860 1,774 2,635 3,048 5,683

連結会計年度中の 
変動額合計(百万円)

860 1,774 2,635 3,048 14,843

平成19年３月31日残高(百万円) 9,365 1,358 10,723 7,703 92,318



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

7,051 12,825 17,047

 ２ 減価償却費 3,806 4,484 7,954

 ３ 固定資産減損損失 15 ― 15

 ４ のれん償却額(△は減少) 3 △0 4

 ５ 貸倒引当金の増減額 
   (△は減少)

△31 77 △87

 ６ 賞与引当金の増加額 104 153 19

 ７ 役員賞与引当金の増減額 
   (△は減少)

60 △60 120

 ８ 退職給付引当金等の 
   減少額

△281 △108 △454

 ９ 受取利息及び受取配当金 △243 △342 △614

 10 支払利息 185 235 402

 11 持分法による投資利益 △254 △307 △512

 12 有形固定資産売却益 △12 △9 △21

 13 有形固定資産売却損 2 9 5

 14 有形固定資産除却損 94 44 267

 15 投資有価証券売却益 ― △95 △103

 16 売上債権の増加額 △61 △1,198 △6,524

 17 たな卸資産の増加額 △2,030 △2,287 △5,631

 18 仕入債務の増加額 4,266 6,341 7,643

 19 その他 △654 1,733 1,752

   小計 12,021 21,494 21,285

 20 利息及び配当金の受取額 243 338 614

 21 利息の支払額 △185 △223 △402

 22 法人税等の支払額 △3,635 △3,425 △4,858

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

8,443 18,183 16,639

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 定期預金の預入による 
   支出

△145 △253 △441

 ２ 定期預金の払戻による 
   収入

370 144 643

 ３ 有形固定資産の取得による 
   支出

△4,657 △8,832 △13,427

 ４ 有形固定資産の売却による 
   収入

173 132 220

 ５ 投資有価証券の取得による 
   支出

△18 △72 △40

 ６ 投資有価証券の売却による 
   収入

― 147 115

 ７ 関係会社株式の取得 
   による支出

― ― △55

 ８ 貸付による支出 △83 △210 △184

 ９ 貸付金の回収による収入 105 95 231

 10 その他 △218 8 △727

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△4,474 △8,841 △13,667



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 
   (△は減少）

△16 741 1,607

 ２ 長期借入金の返済による 
   支出

△18 △28 △37

 ３ ファイナンス・リース 
   債務の返済による支出  

― △12 △19

 ４ 自己株式の取得による支出 △0 △1 △0

 ５ 自己株式の売却による収入 ― ― 171

 ６ 配当金の支払額 △305 △577 △610

 ７ 少数株主への配当金の 
   支払額

△634 △844 △836

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

△975 △723 274

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△51 834 426

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 2,943 9,452 3,672

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

4,971 9,712 4,971

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

1,068 ― 1,068

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 8,983 19,164 9,712



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社  27社

(2) 主要な連結子会社名称

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニー

リミテッド

  テイエス テック ユー

ケー リミテッド

  九州テイ・エス㈱

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ

  広州徳愛康紡績内飾製

品有限公司

  寧波保税区提愛思泉盟

汽車内飾有限公司

  寧波出口加工区提愛思

泉盟汽車内飾有限公司

  武漢提愛思全興汽車零

部件有限公司

  サン化学工業㈱

  なお、寧波保税区提愛

思泉盟汽車内飾有限公

司、寧波出口加工区提愛

思泉盟汽車内飾有限公

司、武漢提愛思全興汽車

零部件有限公司及びサン

化学工業㈱については、

その重要性が増加したた

め、当中間連結会計期間

より連結の範囲に含める

こととしました。

(1) 連結子会社  28社

(2) 主要な連結子会社名称

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニー

リミテッド

  テイエス テック ユー

ケー リミテッド

  九州テイ・エス㈱

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ

  広州徳愛康紡績内飾製

品有限公司

  寧波保税区提愛思泉盟

汽車内飾有限公司

  寧波出口加工区提愛思

泉盟汽車内飾有限公司

  武漢提愛思全興汽車零

部件有限公司

  サン化学工業㈱

  なお、当中間連結会計

期間において新たに設立

したテイエス テック イ

ンディアナ リミテッド 

ライアビリティー カン

パニーについては、当中

間連結会計期間より連結

の範囲に含めることとし

ました。

(1) 連結子会社  27社

(2) 主要な連結子会社名称

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニー

リミテッド

  テイエス テック ユー

ケー リミテッド

  九州テイ・エス㈱

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ

  広州徳愛康紡績内飾製

品有限公司

  寧波保税区提愛思泉盟

汽車内飾有限公司

  寧波出口加工区提愛思

泉盟汽車内飾有限公司

  武漢提愛思全興汽車零

部件有限公司

  サン化学工業㈱

  なお、寧波保税区提愛

思泉盟汽車内飾有限公

司、寧波出口加工区提愛

思泉盟汽車内飾有限公

司、武漢提愛思全興汽車

零部件有限公司及びサン

化学工業㈱については、

その重要性が増加したた

め、当連結会計年度より

連結の範囲に含めること

としました。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 主要な非連結子会社名

称

  天津提愛思塑料製品有

限公司

  重慶提愛思塑料製品有

限公司

(3) 主要な非連結子会社名

称

同左

(3) 主要な非連結子会社名

称

同左

(4) 連結の範囲から除いた

理由

  非連結子会社とした４

社は、小規模であり、重

要性がないので連結の範

囲から除外しています。

(4) 連結の範囲から除いた

理由

同左

 

(4) 連結の範囲から除いた

理由

同左

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用関連会社数

  ２社

(1) 持分法適用関連会社数

  ２社

(1) 持分法適用関連会社数

  ２社

(2) 持分法適用関連会社名

  ラグナ テイエス ラ

ンド インコーポレー

テッド

  広州広愛興汽車零部件

有限公司

  なお、広州広愛興汽車

零部件有限公司について

は、その重要性が増加し

たため、当中間連結会計

期間より持分法適用の範

囲に含めることとしまし

た。

(2) 持分法適用関連会社名

  ラグナ テイエス ラ

ンド インコーポレー

テッド

  広州広愛興汽車零部件

有限公司

  

(2) 持分法適用関連会社名

  ラグナ テイエス ラ

ンド インコーポレー

テッド

  広州広愛興汽車零部件

有限公司

  なお、広州広愛興汽車

零部件有限公司について

は、その重要性が増加し

たため、当連結会計年度

より持分法適用の範囲に

含めることとしました。

(3) 非連結子会社４社及び

関連会社４社に対する投

資については持分法を適

用せず原価法により評価

しています。

(3)  ―――――― (3)  ――――――



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 持分法を適用しない関

連会社名

  テイエス・パピーホン

ダ㈱

  槇忠化成㈱

  ㈱テック東栄

  総和産業㈱

(4) 持分法を適用しない非

連結子会社名及び関連

会社名

  ㈱テイエス・コーポレ

ーション

  ㈲テイ・エス保険サー

ビス

  天津提愛思塑料製品有

限公司

  重慶提愛思塑料製品有

限公司

  テイエス・パピーホン

ダ㈱

  槇忠化成㈱

  ㈱テック東栄

  総和産業㈱

  なお、持分法を適用し

ない非連結子会社につい

ては、従来（3）におい

て会社数のみ開示してい

ましたが、より明瞭な開

示を目的とし、当中間連

結会計期間より個別掲記

したので、（3）の記載

は削除しています。

(4) 持分法を適用しない非

連結子会社名及び関連

会社名

  ㈱テイエス・コーポレ

ーション

  ㈲テイ・エス保険サー

ビス

  天津提愛思塑料製品有

限公司

  重慶提愛思塑料製品有

限公司

  テイエス・パピーホン

ダ㈱

  槇忠化成㈱

  ㈱テック東栄

  総和産業㈱

  なお、持分法を適用し

ない非連結子会社につい

ては、従来（3）におい

て会社数のみ開示してい

ましたが、より明瞭な開

示を目的とし、当連結会

計年度より個別掲記した

ので、（3）の記載は削

除しています。

(5) 持分法を適用しない理

由

  持分法を適用しない８

社については、おのおの

連結中間純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がな

いため持分法を適用して

いません。

(5) 持分法を適用しない理

由

同左

(5) 持分法を適用しない理

由

  持分法を適用しない８

社については、おのおの

連結当期純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がな

いため持分法を適用して

いません。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

 連結子会社のうち、テイ

エス テック トリム フ

ィリピンズ インコーポレ

ーテッド、テイエス テッ

ク フィリピンズ インコ

ーポレーテッド、テイエス

テック(タイランド)カンパ

ニー リミテッド、テイエ

ス テック ユーケー リ

ミテッド、広州提愛思汽車

内飾系統有限公司、ピーテ

ィー テイエス テック

インドネシア、テイエス

テック(ホンコン)カンパニ

ー リミテッド、テイエ

ス テック ド ブラジル リ

ミターダ、広州徳愛康紡績

内飾製品有限公司、寧波保

税区提愛思泉盟汽車内飾有

限公司、寧波出口加工区提

愛思泉盟汽車内飾有限公司

及び武漢提愛思全興汽車零

部件有限公司の中間決算日

は６月30日です。 

 中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用してい

ます。なお、中間連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っています。

同左  連結子会社のうち、テイ

エス テック トリム フ

ィリピンズ インコーポレ

ーテッド、テイエス テッ

ク フィリピンズ インコ

ーポレーテッド、テイエス

テック(タイランド)カンパ

ニー リミテッド、テイエ

ス テック ユーケー リ

ミテッド、広州提愛思汽車

内飾系統有限公司、ピーテ

ィー テイエス テック

インドネシア、テイエス

テック(ホンコン)カンパニ

ー リミテッド、テイエ

ス テック ド ブラジル リ

ミターダ、広州徳愛康紡績

内飾製品有限公司、寧波保

税区提愛思泉盟汽車内飾有

限公司、寧波出口加工区提

愛思泉盟汽車内飾有限公司

及び武漢提愛思全興汽車零

部件有限公司の決算日は12

月31日です。 

 連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務

諸表を使用しています。な

お、連結決算日との間に生

じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っています。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 イ 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …中間決算末日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は、全部

純資産直入法に

より処理し、売

却原価は、移動

平均法により算

定)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 イ 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 イ 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …決算末日の市場

価格等に基づく

時価法(評価差

額は、全部純資

産直入法により

処理し、売却原

価は、移動平均

法により算定)

    時価のないもの

    …移動平均法によ

る原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ロ たな卸資産

   商品は個別法による

原価法により、原材

料、仕掛品及び製品は

先入先出法による原価

法(但し、一部につい

ては個別法による原価

法)により、貯蔵品は

最終仕入原価法による

原価法により評価して

います。

 ロ たな卸資産

同左

 ロ たな卸資産

同左

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 イ 有形固定資産

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。

   但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除

く)については、定額

法を採用しています。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。

建物及び 
構築物

２～50年

機械装置 
及び運搬具

２～20年

工具器具 
及び備品

２～20年

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 イ 有形固定資産

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。

   但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除

く)については、定額

法を採用しています。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。

建物及び
構築物

２～50年

機械装置
及び運搬具

２～20年

工具器具
及び備品

２～20年

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 イ 有形固定資産

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。

   但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除

く)については、定額

法を採用しています。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。

建物及び 
構築物

２～50年

機械装置 
及び運搬具

２～20年

工具器具 
及び備品

２～20年

（会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子

会社は、法人税法の改

正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得

した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税

法に基づく減価償却の

方法に変更していま

す。これにより、営業

利益、経常利益、及び

税金等調整前中間純利

益はそれぞれ74百万円

減少しています。 

 なお、セグメント情

報に与える影響は、当

該箇所に記載していま

す。 

 



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報） 

 当社及び国内連結子

会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した

有形固定資産について

は、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方

法の適用により取得価

額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上

しています。 

 この結果、従来の方

法に比べ、営業利益、

経常利益、及び税金等

調整前中間純利益はそ

れぞれ70百万円減少し

ています。 

 なお、セグメント情

報に与える影響は、当

該箇所に記載していま

す。 

 

 ロ 無形固定資産

   親会社及び国内子会

社は定額法(３～20

年)、在外連結子会社

は見積耐用年数に基づ

く定額法を採用してい

ます。

 ロ 無形固定資産

同左

 ロ 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 イ 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してい

ます。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 イ 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 イ 貸倒引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ロ 賞与引当金

   従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき計上して

います。

   なお、在外連結子会

社は賞与引当金の計上

はしていません。

 ロ 賞与引当金

同左

 ロ 賞与引当金

同左

 ハ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額の100％を計上

しています。

 ハ 役員退職慰労引当金

同左

 ハ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給

額の100％を計上して

います。

 ニ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

います。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(17年)による按分額を

費用処理することとし

ています。

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(17年)による按分額

をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処

理しています。

連結子会社の一部

は、退職金規定に基づ

く中間期末要支給額を

計上しています。

また、在外連結子会

社の一部は、確定拠出

型年金制度等を採用し

ています。

 ニ 退職給付引当金

     同左

 ニ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当連

結会計年度末において

発生していると認めら

れる額を計上していま

す。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(17年)による按分額を

費用処理することとし

ています。

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(17年)による按分額

をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処

理しています。

連結子会社の一部

は、退職金規定に基づ

く期末要支給額を計上

しています。

また、在外連結子会

社の一部は、確定拠出

型年金制度等を採用し

ています。

   



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ホ 役員賞与引当金

   役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき、当中間連結会

計期間に見合う分を計

上しています。

  (会計方針の変更)

   当中間連結会計期間

より「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計

基準第４号)を適用し

ています。これにより

営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純

利益が60百万円減少し

ています。

 ホ 役員賞与引当金

   役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき、当中間連結会

計期間に見合う分を計

上しています。

 ホ 役員賞与引当金

   役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき、計上していま

す。

  (会計方針の変更)

   当連結会計年度より

「役員賞与に関する会

計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11

月29日 企業会計基準

第４号)を適用してい

ます。これにより営業

利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益

が120百万円減少して

います。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっています。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によ

っています。また、為

替予約が付されている

外貨建金銭債権債務に

ついては振当処理を行

っています。

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によ

っています。また、為

替予約等が付されてい

る外貨建金銭債権債務

については振当処理を

行っています。

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

同左

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

    デリバティブ取引

(為替予約取引)

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

    デリバティブ取引

(為替予約取引等)

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

     同左

   ヘッジ対象

    為替変動等による

損失の可能性があ

り、相場変動等が

評価に反映されて

いないもの及びキ

ャッシュ・フロー

が固定され、その

変動が回避される

もの。

   ヘッジ対象

同左

   ヘッジ対象

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (ハ)ヘッジ方針

   為替リスクを回避す

る目的で、金銭債権債

務の回収及び支払の一

部についてキャッシ

ュ・フローを固定化し

ています。

 (ハ)ヘッジ方針

同左

 (ハ)ヘッジ方針

同左

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の

累計を比較し、両方の

変動額を基礎に判定し

ています。

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法

同左

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法

同左

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

  消費税等の会計処理は

税抜方式を採用していま

す。

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

同左

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資としてい

ます。

同左 同左



会計処理の変更 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― (在外連結子会社等の収益及び費用

の換算基準) 

 在外連結子会社等の収益及び費用

の換算については、これまで決算時

の為替相場により換算する方法を採

用してきましたが、当中間連結会計

期間より、四半期毎の期中平均為替

相場により換算する方法に変更しま

した。この変更は、当グループの在

外連結子会社等の取引量が増大して

いることから、短期的な為替相場変

動の影響を極力少なくし、四半期毎

の損益状況をより的確に把握するた

めに行いました。この変更により、

当中間連結会計期間において従来の

方法に比べて、売上高は1,020百万

円増加し、営業利益は349百万円、

経常利益は278百万円、税金等調整

前中間純利益は278百万円、中間純

利益は181百万円、それぞれ減少し

ています。なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に記載して

います。

―――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は77,516百万円で

す。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結貸借対照表の表示に関す

る変更は以下のとおりです。

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は84,614百万円で

す。 

 連結財務諸表規則の改正による連

結貸借対照表の表示に関する変更は

以下のとおりです。

 １ 前中間連結会計期間における

「資本の部」は、当中間連結会

計期間から「純資産の部」とな

り、「純資産の部」は「株主資

本」、「評価・換算差額等」及

び「少数株主持分」に分類して

表示しています。

 １ 前連結会計年度における「資

本の部」は、当連結会計年度か

ら「純資産の部」となり、「純

資産の部」は「株主資本」、

「評価・換算差額等」及び「少

数株主持分」に分類して表示し

ています。

 ２ 前中間連結会計期間において

独立掲記していました「資本

金」、「資本剰余金」及び「利

益剰余金」は、当中間連結会計

期間においては「株主資本」の

内訳科目として表示していま

す。

 ２ 前連結会計年度において独立

掲記していました「資本金」、

「資本剰余金」及び「利益剰余

金」は、当連結会計年度におい

ては「株主資本」の内訳科目と

して表示しています。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ３ 前中間連結会計期間において

「利益剰余金」の次に表示して

いました「その他有価証券評価

差額金」は、当中間連結会計期

間から「評価・換算差額等」の

内訳科目として表示していま

す。

 ３ 前連結会計年度において「利

益剰余金」の次に表示していま

した「その他有価証券評価差額

金」は、当連結会計年度から

「評価・換算差額等」の内訳科

目として表示しています。

 ４ 前中間連結会計期間において

「利益剰余金」の次に表示して

いました「為替換算調整勘定」

は、当中間連結会計期間から

「評価・換算差額等」の内訳科

目として表示しています。

 ４ 前連結会計年度において「利

益剰余金」の次に表示していま

した「為替換算調整勘定」は、

当連結会計年度から「評価・換

算差額等」の内訳科目として表

示しています。

 ５ 前中間連結会計期間において

「負債の部」の次に表示してい

ました「少数株主持分」は、当

中間連結会計期間から「純資産

の部」の内訳科目として独立掲

記しています。

 ５ 前連結会計年度において「負

債の部」の次に表示していまし

た「少数株主持分」は、当連結

会計年度から「純資産の部」の

内訳科目として独立掲記してい

ます。

(企業結合に係る会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「事業

分離等に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号)を適用し

ています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――― (企業結合に係る会計基準等) 

 当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号)並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」(企業会計基準委

員会 最終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号)を適

用しています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。



  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

１ 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フローに表示していた「連結調整勘定償却額」

は、当中間連結会計期間より「のれん償却額」として

表示しています。

２ 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「持分

法による投資損益」は、重要性が増したため、当中間

連結会計期間より区分掲記しています。

  なお、前中間連結会計期間の「持分法による投資損

失」は０百万円です。

３ 前中間連結会計期間まで財務活動によるキャッシ

ュ・フローに「短期借入れによる収入」及び「短期借

入金の返済による支出」として総額表示していました

が、期間が短く、かつ、回転が速い項目として明確に

表示するため、当中間連結会計期間より「短期借入金

の純増減額」として純額表示しています。

  なお、前中間連結会計期間における「短期借入れに

よる収入」及び「短期借入金の返済による支出」を純

額表示した場合、「短期借入金の純増減額」は1,655

百万円です。

―――――― 



次へ 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、68,489百

万円です。

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、75,131百

万円です。

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、71,252百

万円です。

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

ます。

  なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれています。

受取手形 36百万円

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

ます。

  なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれています。

受取手形 ８百万円

※２ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理していま

す。

  なお、当連結会計年度末日が金

融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が

連結会計年度末残高に含まれて

います。

受取手形 14百万円

 

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

被保証債務
の内容

従業員 557

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金

天津提愛思塑料
製品有限公司 40

金融機関か
らの借入金

重慶提愛思塑料
製品有限公司 34

金融機関か
らの借入金

 

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務
の内容

従業員 442

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金

天津提愛思塑料
製品有限公司 40

金融機関か
らの借入金

重慶提愛思塑料
製品有限公司 21

金融機関か
らの借入金

 

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

被保証債務 
の内容

従業員 514

テイ・エス 
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金

天津提愛思塑料
製品有限公司 40

金融機関か
らの借入金

重慶提愛思塑料
製品有限公司 35

金融機関か
らの借入金

 

 ４ 受取手形裏書 
   譲渡高

89百万円

 

 ４    ────

 

４ 受取手形裏書 
   譲渡高

97百万円



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 固定資産売却益の内訳

機械装置 
及び運搬具

12百万円

 

※１ 固定資産売却益の内訳

建物及び
構築物

0百万円

機械装置
及び運搬具

9百万円

工具器具
及び備品

0百万円

計 9百万円  

※１ 固定資産売却益の内訳

建物及び
構築物

1百万円

機械装置
及び運搬具

18百万円

土地 1百万円

計 21百万円

 

※２ 固定資産売却損の内訳

機械装置 
及び運搬具

0百万円

工具器具 
及び備品

2百万円

計 2百万円

 

※２ 固定資産売却損の内訳

建物及び
構築物

1百万円

機械装置
及び運搬具

7百万円

工具器具
及び備品

0百万円

計 9百万円
 

※２ 固定資産売却損の内訳

建物及び
構築物

0百万円

機械装置
及び運搬具

2百万円

工具器具
及び備品

2百万円

計 5百万円

 

※３ 固定資産除却損の内訳

建物及び 
構築物

22百万円

機械装置 
及び運搬具

60百万円

工具器具 
及び備品

10百万円

計 94百万円
 

※３ 固定資産除却損の内訳

建物及び
構築物

6百万円

機械装置
及び運搬具

30百万円

工具器具
及び備品

7百万円

計 44百万円
 

※３ 固定資産除却損の内訳

建物及び
構築物

50百万円

機械装置
及び運搬具

183百万円

工具器具
及び備品

34百万円

計 267百万円

※４ 固定資産減損損失

   当グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。

場所 用途 種類
アメリカ 
オハイオ州

遊休資産 工具器具

※４   ───────

   

※４ 固定資産減損損失

   当グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。

場所 用途 種類
アメリカ
オハイオ州

遊休資産 工具器具

当グループは、製品カテゴリ

ーを資産グルーピングの基礎と

し、資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産にグルーピング

しています。

事業用資産及び共用資産につ

いては、減損の兆候はありませ

んでしたが、アメリカ オハイ

オ州の遊休資産について、今後

の使用見込がなく、売却が困難

である金型については、帳簿価

額の全額を減額し、当該減少額

を固定資産減損損失15百万円と

して特別損失に計上していま

す。

   当グループは、製品カテゴリ

ーを資産グルーピングの基礎と

し、資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産にグルーピング

しています。

事業用資産及び共用資産につ

いては、減損の兆候はありませ

んでしたが、アメリカ オハイ

オ州の遊休資産について、今後

の使用見込がなく、売却が困難

である金型については、帳簿価

額の全額を減額し、当該減少額

を固定資産減損損失15百万円と

して特別損失に計上していま

す。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりです。 

 単元未満株式の買取りによる増加   59株 

新規連結会社が保有する自己株式(当社株式)の当社帰属分 30,581株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当する事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 34,000,000 ― ― 34,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) ― 30,640 ― 30,640

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 306 9 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 305 9 平成18年９月30日 平成18年12月４日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりです。 

 単元未満株式の買取りによる増加   306株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当する事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 34,000,000 ― ― 34,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 59 306 ― 365

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 577 17 平成19年３月31日 平成19年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月12日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 577 17 平成19年９月30日 平成19年12月３日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりです。 

 単元未満株式の買取りによる増加   59株 

新規連結会社が保有する自己株式(当社株式)の当社帰属分  37,652株 

減少数の内訳は、次のとおりです。 

新規連結会社が売却した自己株式(当社株式)の当社帰属分  37,652株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当する事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 34,000,000 ― ― 34,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 37,711 37,652 59

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 306 9 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年11月15日
取締役会

普通株式 305 9 平成18年９月30日 平成18年12月４日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 577 17 平成19年３月31日 平成19年６月27日



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成18年９月30日)

現金及び預金 
勘定

9,191百万円

預入期間が３ 
か月を超える 
定期預金

△208百万円

現金及び現金 
同等物

8,983百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成19年９月30日)

現金及び預金
勘定

19,402百万円

預入期間が３
か月を超える 
定期預金

△210百万円

その他 △26百万円

現金及び現金
同等物

19,164百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金
勘定

9,944百万円

預入期間が３
か月を超える 
定期預金

△208百万円

その他 △23百万円

現金及び現金
同等物

9,712百万円



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

機械装置 
及び 
運搬具 

(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額 499 1,134 1,634

減価償却 
累計額 
相当額

229 494 724

中間期末 
残高相当 
額

270 639 909

機械装置
及び 

運搬具 
(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額 590 1,430 2,020

減価償却 
累計額 
相当額

292 581 873

中間期末 
残高相当 
額

297 849 1,146

機械装置
及び 
運搬具 

(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額
相当額 480 1,027 1,507

減価償却
累計額 
相当額

251 401 652

期末残高
相当額 229 625 854

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 507百万円

１年超 469百万円

合計 976百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 646百万円

１年超 580百万円

合計 1,226百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 542百万円

１年超 389百万円

合計 932百万円

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 353百万円

減価償却費相当額 339百万円

支払利息相当額 15百万円
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 309百万円

減価償却費相当額 301百万円

支払利息相当額 13百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 635百万円

減価償却費
相当額

616百万円

支払利息相当額 27百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

ます。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 454百万円

１年超 1,488百万円

合計 1,942百万円

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 636百万円

１年超 2,166百万円

合計 2,802百万円

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 570百万円

１年超 1,812百万円

合計 2,382百万円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  
２ 時価のない有価証券 
  

 
  

(当中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  
２ 時価のない有価証券 
  

 
  

区分
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

  その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 1,627 16,751 15,124

② その他 72 104 31

計 1,699 16,856 15,156

区分
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

(1) 子会社株式及び関連会社株式
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式 269

計 269

(2) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式 38

計 38

区分
当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

  その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 1,620 16,039 14,419

計 1,620 16,039 14,419

区分
当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

(1) 子会社株式及び関連会社株式
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式 273

計 273

(2) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式 87

計 87



(前連結会計年度末) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  
  
２ 時価のない有価証券 
  

 
  

区分
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

  その他有価証券
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 1,649 17,283 15,633

合計 1,649 17,283 15,633

区分
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

(1) 子会社株式及び関連会社株式
連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式 269

計 269

(2) その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式 39

計 39



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

為替予約取引については、中間連結貸借対照表上の売掛金に振り当てられているため、開示の対象か

ら除いています。 

また、上記以外のデリバティブ取引は行っていません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  通貨関連 

 
(注) 1.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

     2.契約額等の欄の( )の金額は通貨オプション取引のオプション料です。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

為替予約取引については、連結貸借対照表上の売掛金に振り当てられているため、開示の対象から除

いています。 

また、上記以外のデリバティブ取引は行っていません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当する事項は、ありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当する事項は、ありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当する事項は、ありません。 

  

  

  

取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

通貨オプション取引
230
(4)

2 △2



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31

日) 

当社及び連結子会社は、四輪車用シート及び四輪車用内装品、二輪車用シート及び二輪車用附属用品等

の製造及び四輪車の販売を行っています。 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める四輪事業分野の割合がいずれも90％を超え

ているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ・メキシコ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(1,817百万円)の主なものは、親会社

の本社管理部門にかかる費用です。 

  

日本

(百万円)

北米

(百万円)

中国

(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

71,278 89,989 17,112 19,877 198,258 ― 198,258

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

11,035 46 659 48 11,790 (11,790) ―

計 82,314 90,035 17,772 19,926 210,048 (11,790) 198,258

営業費用 78,455 88,552 15,114 19,367 201,490 (9,667) 191,822

営業利益 3,858 1,483 2,657 558 8,558 (2,122) 6,435



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ・メキシコ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(1,855百万円)の主なものは、親会社

の本社管理部門にかかる費用です。 

４ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４.会計処理基準に関する事項に記載のとおり、当中

間連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。これらの結果、従来の方法によった場合に比較して、

「日本」について、営業費用が145百万円多く、営業利益は同額少なく計上されています。 

５ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間より、在

外連結子会社等の収益及び費用の換算方法の変更を行っています。この変更に伴い、従来の方法によった場

合に比較して、「北米」について、売上高が3,155百万円多く、営業費用が3,159百万円多く、営業利益は４

百万円少なく計上され、「中国」について、売上高が1,066百万円少なく、営業費用が893百万円少なく、営

業利益は173百万円少なく計上され、「その他の地域」について、売上高が1,143百万円少なく、営業費用が

945百万円少なく、営業利益は198百万円少なく計上されています。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 
(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ・メキシコ 
(2) 中国 ………………… 中国・香港 
(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(3,551百万円)の主なものは、親会社
の本社管理部門にかかる費用です。 

日本

(百万円)

北米

(百万円)

中国

(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

77,772 93,429 24,432 39,077 234,712 ― 234,712

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

15,020 23 1,582 64 16,690 (16,690) ―

計 92,793 93,452 26,015 39,141 251,402 (16,690) 234,712

営業費用 87,485 94,084 22,646 33,755 237,971 (15,078) 222,893

営業利益 5,307 △631 3,369 5,386 13,431 (1,612) 11,819

日本

(百万円)

北米

(百万円)

中国

(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

151,942 179,010 40,876 46,120 417,950 ― 417,950

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

25,085 31 2,523 373 28,013 (28,013) ―

計 177,028 179,042 43,400 46,493 445,964 (28,013) 417,950

営業費用 168,332 176,069 37,184 44,781 426,367 (24,832) 401,534

営業利益 8,696 2,972 6,215 1,712 19,597 (3,180) 16,416



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ・メキシコ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ・メキシコ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ・メキシコ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

北米 中国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 89,989 17,184 20,032 127,206

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ― ─ 198,258

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 45.4 8.7 10.1 64.2

北米 中国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 93,587 24,465 39,161 157,214

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 234,712

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 39.9 10.4 16.7 67.0

北米 中国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 179,010 40,937 46,388 266,336

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 417,950 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 42.8 9.8 11.1 63.7



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当する事項は、ありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当する事項は、ありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当する事項は、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 2,281円96銭

 
１株当たり純資産額 2,717円40銭

 
１株当たり純資産額 2,488円67銭

 
１株当たり中間純利益 115円45銭

 
１株当たり中間純利益 228円42銭

 
１株当たり当期純利益 287円30銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載していません。

項目
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表上の純
資産の部の合計額(百万円)

83,664 101,688 92,318

普通株式に係る純資産額 
(百万円)

77,516 92,390 84,614

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分 6,147 9,297 7,703

普通株式の発行済株式数 
(千株)

34,000 34,000 34,000

普通株式の自己株式数 
(千株)

30 0 0

１株当たり純資産の算定に
用いられた普通株式の数 
(千株)

33,969 33,999 33,999

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書上の中
間(当期)純利益(百万円)

3,921 7,766 9,759

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

3,921 7,766 9,759

普通株式の期中平均株式数
(千株)

33,969 33,999 33,971



(重要な後発事象) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 連結子会社の事業譲渡 

 平成19年10月31日開催の当社取

締役会において、連結子会社であ

る株式会社ホンダプリモ テイ・

エスの事業の全部を譲渡すること

を決議しました。

(1)分離先企業の名称、分離した事

業の内容、事業分離を行った主な

理由、事業分離日及び法的形式を

含む事業分離の概要 

①分離先企業の名称及び分離した

事業の内容 

・名称 株式会社ホンダカーズ 

    埼玉北  

    株式会社ホンダカーズ 

    静岡西 

    株式会社ホンダカーズ 

    三重 

・事業の内容 

    自動車販売及びそれに 

    付帯する事業 

②事業分離を行った主な理由 

 株式会社ホンダプリモ テイ・

エスは、埼玉県、静岡県、三重県

に５店舗を展開する自動車販売事

業を営む企業であります。 

 同社は、2005年に本田技研工業

株式会社の打ち出した「お客様の

喜び・満足」の最大化へ向けた

「ホンダ」販売チャンネルの統合

に対し、お客様の期待に応えるべ

く鋭意努力してまいりました。今

後、同社が前述の施策を推進して

いくためには、更に販売拠点の整

備及び統廃合等をおこない、より

一層の販売網の拡大が必要であり

ます。 

 一方、現在当社は、来年度より

スタートします第10次中期計画を

策定中でありますが、引続き、開

発技術力の強化を柱に本業である

「ものづくり」に注力していく所

存です。 

 このような状況を総合的に勘案

し、当社は同社がおこなう自動車

販売及びそれに付帯する一切の事

業を譲渡することを決議いたしま

した。 

③事業分離日 

    平成20年2月1日(予定) 

④法的形式を含む事業分離の概要 

    事業譲渡

1 平成19年３月６日開催の取締役

会決議に基づき、北米子会社であ

る「テイエス テック ノースア

メリカ インコーポレーテッド」

の100％出資による、新会社を設

立いたしました。
① 設立会社の概要 

 ・商号 テイエス テック イ 
     ンディアナ リミテッド 
     ライアビリティー カン 
     パニー 
 ・住所 アメリカ 
     インディアナ州  
     ニューキャッスル市 
 ・設立年月日 
     平成19年４月３日 
 ・資本金 10,000千米ドル 
 ・株主 テイエス テック ノー 
     スアメリカ インコーポ 
     レーテッド 
 ・事業の内容 
     四輪車用シートの製造・ 
     販売 
 ② 設立目的 
   得意先のインディアナ州進出 
   に伴う、当社シートの供給を 
   目的としています。



 
  

(2) 【その他】 

該当する事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2)実施予定の会計処理の概要 

 事業譲渡損益の額 

    事業譲渡益 143百万円 

            (予定)  

       

(3)当中間連結会計期間の中間連結

損益計算書に計上されている分離

予定の事業に係る損益 

 売上高  1,583百万円 

 営業利益     15百万円 

 経常利益     14百万円 

２ 訴訟 

 当社の北米子会社であるテイエ

ス テック ノース アメリカ

インコーポレーテッド、テイエス

テック ユーエスエー コーポレ

ーション及びテイエス テック

カナダ インコーポレーテッドの

３社は、米国リア コーポレーシ

ョン（以下「リア社」）より、四

輪車用シートにおける後突時の頚

部傷害を軽減させる機構が、リア

社所有の米国特許番号5,378,043

を侵害しているとの主張により、

特許権侵害による損害賠償（金額

の明示無し）を求める訴えが、平

成19年９月14日（訴状送達日は現

地時間平成19年11月９日）に提起

されました。

  当グループとしては、リア社が

主張する特許権侵害には当たらな

いものと確信しており、今後もそ

の正当性を主張してまいります。

よって、本件による当グループの

連結業績への影響はないものと考

えております。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,717 6,738 3,756

 ２ 受取手形 ※３ 264 246 230

 ３ 売掛金 26,095 30,094 31,717

 ４ たな卸資産 3,424 4,406 4,158

 ５ その他 ※２ 4,809 5,002 5,003

    貸倒引当金 △35 △ 36 △41

   流動資産合計 38,275 44.3 46,452 48.4 44,824 47.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 4,744 5,621 5,606

  (2) 機械及び 
    装置

3,763 4,300 3,588

  (3) 土地 5,240 5,240 5,240

  (4) その他 2,351 2,558 2,579

   有形固定資産 
   合計

16,100 18.6 17,721 18.5 17,015 17.9

 ２ 無形固定資産 790 0.9 975 1.0 1,040 1.1

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 関係会社 
    株式

24,977 24,658 25,566

  (2) その他 6,458 6,272 6,679

      貸倒引当金 △141 △136 △141

   投資その他の 
   資産合計

31,295 36.2 30,794 32.1 32,104 33.8

   固定資産合計 48,186 55.7 49,492 51.6 50,160 52.8

   資産合計 86,462 100.0 95,944 100.0 94,984 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 1,681 2,086 1,989

 ２ 買掛金 18,398 20,622 21,652

 ３ 未払法人税等 895 1,396 1,717

 ４ 賞与引当金 1,267 1,311 1,265

 ５ 役員賞与 
   引当金

55 55 109

 ６ その他 2,802 3,446 4,080

   流動負債合計 25,099 29.0 28,917 30.1 30,814 32.4

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労 
   引当金

600 1,013 796

 ２ 退職給付 
   引当金

955 270 604

 ３ 繰延税金負債 4,981 4,946 5,137

 ４ その他 33 34 32

   固定負債合計 6,570 7.6 6,265 6.6 6,571 7.0

   負債合計 31,670 36.6 35,182 36.7 37,386 39.4



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,700 5.4 4,700 4.9 4,700 4.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 5,121 5,121 5,121

   資本剰余金合計 5,121 5.9 5,121 5.3 5,121 5.4

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 763 763 763

  (2) その他利益 
    剰余金

    別途積立金 23,950 25,450 23,950

    繰越利益 
    剰余金

11,206 16,135 13,723

   利益剰余金合計 35,920 41.6 42,349 44.1 38,437 40.5

 ４ 自己株式 △0 △0.0 △1 △0.0 △0 △0.0

   株主資本合計 45,742 52.9 52,169 54.3 48,259 50.8

Ⅱ 評価・換算 
  差額等

 １ その他有価証 
   券評価差額金

9,049 8,592 9,338

   評価・換算 
   差額等合計

9,049 10.5 8,592 9.0 9,338 9.8

   純資産合計 54,791 63.4 60,762 63.3 57,598 60.6

   負債純資産 
   合計

86,462 100.0 95,944 100.0 94,984 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 76,254 100.0 86,750 100.0 164,617 100.0

Ⅱ 売上原価 69,963 91.7 78,272 90.2 150,171 91.2

   売上総利益 6,291 8.3 8,477 9.8 14,446 8.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

4,117 5.4 5,051 5.9 8,876 5.4

   営業利益 2,173 2.9 3,426 3.9 5,569 3.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,060 2.6 2,809 3.3 3,021 1.8

Ⅴ 営業外費用 12 0.0 6 0.0 45 0.0

   経常利益 4,222 5.5 6,229 7.2 8,546 5.2

Ⅵ 特別利益 ※２ 91 0.1 102 0.1 130 0.1

Ⅶ 特別損失 ※３ 77 0.0 23 0.0 131 0.1

   税引前中間 
   (当期)純利益

4,236 5.6 6,308 7.3 8,544 5.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,094 1,617 2,714

   法人税等調整額 106 1,200 1.6 200 1,818 2.1 △29 2,685 1.6

   中間(当期) 
   純利益

3,035 4.0 4,489 5.2 5,859 3.6



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,700 5,121 763 22,950 9,585 33,299 ─ 43,121

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △306 △306 △306

 役員賞与 △108 △108 △108

 中間純利益 3,035 3,035 3,035

 自己株式の取得 △0 △0

 別途積立金の積立 1,000 △1,000 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― 1,000 1,621 2,621 △0 2,621

平成18年９月30日残高(百万円) 4,700 5,121 763 23,950 11,206 35,920 △0 45,742

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,504 8,504 51,625

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △306

 役員賞与 △108

 中間純利益 3,035

 自己株式の取得 △0

 別途積立金の積立 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

544 544 544

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

544 544 3,166

平成18年９月30日残高(百万円) 9,049 9,049 54,791



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 4,700 5,121 763 23,950 13,723 38,437 △0 48,259

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △577 △577 △577

 中間純利益 4,489 4,489 4,489

 自己株式の取得 △1 △1

 別途積立金の積立 1,500 △1,500 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― 1,500 2,411 3,911 △1 3,909

平成19年９月30日残高(百万円) 4,700 5,121 763 25,450 16,135 42,349 △1 52,169

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 9,338 9,338 57,598

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △577

 中間純利益 4,489

 自己株式の取得 △1

 別途積立金の積立 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△746 △746 △746

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△746 △746 3,163

平成19年９月30日残高(百万円) 8,592 8,592 60,762



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,700 5,121 763 22,950 9,585 33,299 ― 43,121

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △611 △611 △611

 役員賞与 △108 △108 △108

 当期純利益 5,859 5,859 5,859

 自己株式の取得 △0 △0

 別途積立金の積立 1,000 △1,000 ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― 1,000 4,138 5,138 △0 5,138

平成19年３月31日残高(百万円) 4,700 5,121 763 23,950 13,723 38,437 △0 48,259

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,504 8,504 51,625

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― △611

 役員賞与 △108

 当期純利益 ― 5,859

 自己株式の取得 ― △0

 別途積立金の積立 ―

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額(純額)

834 834 834

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

834 834 5,972

平成19年３月31日残高(百万円) 9,338 9,338 57,598



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

  時価のないもの

  ……移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

  時価のないもの

  ……同左

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

  時価のないもの

  ……同左

  その他有価証券

  時価のあるもの

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は、

移動平均法により

算定)

  その他有価証券

  時価のあるもの

  ……同左

  その他有価証券

  時価のあるもの

  ……決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの

  ……移動平均法による

原価法

  時価のないもの 

  ……同左

  時価のないもの 

  ……同左

(2) たな卸資産

  原材料・仕掛品・製品

  ……先入先出法による

原価法

    但し、一部につい

ては、個別法によ

る原価法

(2) たな卸資産

  原材料・仕掛品・製品

  ……同左

(2) たな卸資産

  原材料・仕掛品・製品

  ……同左

  貯蔵品

  ……最終仕入原価法に

よる原価法

  貯蔵品

  ……同左

  貯蔵品

  ……同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用していま

す。但し、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用

しています。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。

建物 ２～50年

機械及び 
装置

２～17年

その他 ２～50年
 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用していま

す。但し、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用

しています。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。

建物 ２～50年

機械及び
装置

２～17年

その他 ２～50年
 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用していま

す。但し、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用

しています。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。

建物 ２～50年

機械及び 
装置

２～17年

その他 ２～50年

（会計方針の変更）  

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

います。これにより、営業

利益、経常利益、及び税引

前中間純利益はそれぞれ61

百万円減少しています。 



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）  

 法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産につい

て、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計

上しています。  

 これにより、営業利益、

経常利益、及び税引前中間

純利益はそれぞれ49百万円

減少しています。  

 

(2) 無形固定資産

  ソフトウェア(自社利

用分)については、社内

における利用可能期間

(３～５年)に基づく定額

法を採用しています。そ

の他の無形固定資産は定

額法(５～20年)を採用し

ています。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  定額法(４～15年)を採

用しています。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しています。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

に基づき計上していま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるために、内規

に基づく中間期末要支給

額の100％を計上してい

ます。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるために、内規

に基づく期末要支給額の

100％を計上していま

す。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当

中間会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しています。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る按分額を費用処理する

こととしています。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(17年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理

しています。

(4) 退職給付引当金

     同左

  

  

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当

事業年度末において発生

していると認められる額

を計上しています。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る按分額を費用処理する

こととしています。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(17年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理

しています。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度における

支給見込額に基づき、当

中間会計期間に見合う分

を計上しています。

 (会計方針の変更)

  当中間会計期間より

「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号)を

適用しています。

  この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、経

常利益及び税引前中間純

利益が55百万円減少して

います。

(5) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度における

支給見込額に基づき、当

中間会計期間に見合う分

を計上しています。

(5) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度における

支給見込額に基づき、計

上しています。

 (会計方針の変更)

  当事業年度より「役員

賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業

会計基準第４号)を適用

しています。

  この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、経

常利益及び税引前当期純

利益が109百万円減少し

ています。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっ

ています。また、為替予

約が付されている外貨建

金銭債権債務については

振当処理を行っていま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっ

ています。また、為替予

約等が付されている外貨

建金銭債権債務について

は振当処理を行っていま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

   デリバティブ取引

(為替予約取引)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

デリバティブ取引

(為替予約取引等)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

   為替変動等による損

失の可能性があり、

相場変動等が評価に

反映されていないも

の及びキャッシュ・

フローが固定され、

その変動が回避され

るもの。

  ヘッジ対象

同左

  ヘッジ対象

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) ヘッジ方針

  為替リスクを回避する

目的で、金銭債権債務の

回収及び支払の一部につ

いてキャッシュ・フロー

を固定化しています。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計を

比較し、両方の変動額を

基礎に判定しています。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

を採用しています。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は54,791百万円で

す。 

 中間財務諸表等規則の改正による

中間貸借対照表の表示に関する変更

は以下のとおりです。

―――――― 
(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等)  
 当事業年度から「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準第５号)及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」(企
業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準適用指針第８号)
を適用しています。  
 これによる損益に与える影響はあ
りません。  
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は57,598百万円で
す。  
 財務諸表等規則の改正による貸借
対照表の表示に関する変更は以下の
とおりです。

 １ 前中間会計期間における「資

本の部」は、当中間会計期間か

ら「純資産の部」となり、「純

資産の部」は「株主資本」及び

「評価・換算差額等」に分類し

て表示しています。

 １ 前事業年度における「資本の

部」は、当事業年度から「純資

産の部」となり、「純資産の

部」は「株 主 資 本」及 び「評

価・換算差額等」に分類して表

示しています。

 ２ 前中間会計期間において独立

掲記していました「資本金」、

「資本剰余金」及び「利益剰余

金」は、当中間会計期間におい

ては「株主資本」の内訳科目と

して表示しています。

 ２ 前事業年度において独立掲記

していました「資本金」、「資

本剰余金」及び「利益剰余金」

は、当事業年度においては「株

主資本」の内訳科目として表示

しています。

 ３ 前中間会計期間において「利

益剰余金」の内訳科目として表

示していました「任意積立金」

は、当中間会計期間から「その

他利益剰余金」の内訳科目とし

て表示しています。

   なお、本改正により従来の

「任意積立金」の区分は廃止さ

れています。

 ３ 前事業年度において「利益剰

余金」の内訳科目として表示し

ていました「任意積立金」は、

当事業年度から「その他利益剰

余金」の内訳科目として表示し

ています。

なお、本改正により従来の

「任意積立金」の区分は廃止さ

れています。

 ４ 前中間会計期間において「利

益剰余金」の内訳科目として表

示していました「中間未処分利

益」は、当中間会計期間から

「その他利益剰余金」の内訳科

目である「繰越利益剰余金」と

して表示しています。

 ４ 前事業年度において「利益剰

余金」の内訳科目として表示し

ていました「当期未処分利益」

は、当事業年度から「その他利
益剰余金」の内訳科目である

「繰越利益剰余金」として表示

しています。

 ５ 前中間会計期間において「利

益剰余金」の次に表示していま

した「その他有価証券評価差額

金」は、当中間会計期間から

「評価・換算差額等」の内訳科

目として表示しています。

 ５ 前事業年度において「利益剰

余金」の次に表示していました

「その他有価証券評価差額金」

は、当事業年度から「評価・換

算差額等」の内訳科目として独

立掲記しています。



 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(企業結合に係る会計基準等) 

 当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号)並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号)を適用してい

ます。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――― (企業結合に係る会計基準等)  

 当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」(企業会計審議会 平成

15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第７号)並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年12月22日 企業会

計基準適用指針第10号)を適用して

います。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間貸借対照表)

 前中間会計期間まで固定負債の「その他」に含めて

表示していた「繰延税金負債」は、当中間会計期間に

おいて、負債及び純資産の合計額の100分の５を超えた

ため区分掲記しています。

 なお、前中間会計期間の「繰延税金負債」は3,754百

万円です。

―――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の
減価償却累計額

25,962百万円
※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
27,480百万円

※１ 有形固定資産の
減価償却累計額

26,554百万円

※２ 消費税等の取扱い

   「仮払消費税等」及び「仮受

消費税等」は相殺し、流動資

産の「その他」に含めて表示

しています。

※２ 消費税等の取扱い

同左

※２    ─────

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

ます。

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が中間会計期間末残高

に含まれています。

受取手形 13百万円

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

ます。

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が中間会計期間末残高

に含まれています。

受取手形 4百万円
 

※３ 当事業年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換

日をもって決済処理していま

す。

   なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次

の満期手形が当事業年度末日

残高に含まれています。

受取手形 5百万円

 

 ４ 偶発債務

   保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

被保証債務
の内容

従業員 557

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金

㈱ホンダプリモ
テイ・エス 250

販売用車輌
仕入による
買掛金

テイエス テッ
ク ユーケー  
リミテッド

(注)

1,800
金融機関か
らの借入金

 (注) 上記に含まれる外貨建て保

証債務は、８百万ポンドで

す。

 

 ４ 偶発債務

   保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務
の内容

従業員 442

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金

㈱ホンダプリモ
テイ・エス 185

販売用車輌
仕入による
買掛金

テイエス テッ
ク ユーケー  
リミテッド

(注)

316

金融機関か
らの関税保
証

 (注) 上記に含まれる外貨建て保

証債務は、１百万ポンドで

す。

 

 

 ４ 偶発債務

   保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

被保証債務 
の内容

従業員 514

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金

㈱ホンダプリモ
テイ・エス 292

販売用車輌
仕入による
買掛金

テイエス テッ
ク  ユ ー ケ ー 
リミテッド

(注)

1,885
金融機関か
らの借入金

 (注) 上記に含まれる外貨建て保

証債務は、８百万ポンドで

す。

 



次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりです。 

   単元未満株式の買取りによる増加   59株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりです。 

   単元未満株式の買取りによる増加   306株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  

 
 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりです。 

単元未満株式の買取りによる増加   59株 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

為替差益 326百万円

受取配当金 1,635百万円

収入家賃 74百万円

※１ 営業外収益の主要項目

為替差益 159百万円

受取配当金 2,480百万円

収入家賃 97百万円

※１ 営業外収益の主要項目

為替差益 572百万円

受取配当金 2,236百万円

収入家賃 150百万円

 

※２ 特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入益 91百万円
 

※２ 特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入益 5百万円

投資有価証券売却

益
95百万円

 

※２ 特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入益 84百万円

投資有価証券売却

益
42百万円

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 76百万円

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 22百万円

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 128百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,034百万円

無形固定資産 93百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,199百万円

無形固定資産 150百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 2,197百万円

無形固定資産 203百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） ─ 59 ─ 59

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 59 306 ─ 365

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） ─ 59 ─ 59



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

機械及
び装置

(百万円)

その他
(車輌
及び

運搬具)
(百万円)

その他
(工具器
具及び
備品)

(百万円)

合計

(百万円)

取得 
価額 
相当額

99 3 1,117 1,220

減価 
償却 
累計額 
相当額

55 0 479 536

中間期 
末残高 
相当額

43 2 638 684

機械及
び装置

(百万円)

その他
(車輌
及び

運搬具)
(百万円)

その他
(工具器
具及び
備品)

(百万円)

合計

(百万円)

取得 
価額 
相当額

105 3 1,417 1,526

減価 
償却 
累計額 
相当額

55 1 571 628

中間期 
末残高 
相当額

49 2 846 898

機械及
び装置

(百万円)

その他
(車輌
及び

運搬具)
(百万円)

その他
(工具器
具及び
備品)

(百万円)

合計

(百万円)

取得
価額 
相当額

93 3 1,021 1,118

減価
償却 
累計額
相当額

60 1 396 457

期末
残高 
相当額

33 2 625 660

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 439百万円

１年超 280百万円

合計 719百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 554百万円

１年超 391百万円

合計 945百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 467百万円

１年超 239百万円

合計 707百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 303百万円

減価償却費相当額 290百万円

支払利息相当額 12百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 266百万円

減価償却費相当額 254百万円

支払利息相当額 11百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 551百万円

減価償却費相当額 528百万円

支払利息相当額 23百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

ます。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 0百万円

１年超 2百万円

合計 3百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 0百万円

１年超 1百万円

合計 2百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 0百万円

１年超 2百万円

合計 2百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 



(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当する事項は、ありません。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当する事項は、ありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当する事項は、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

  

(重要な後発事象) 

  

該当する事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

平成19年11月12日の中間決算取締役会において、平成19年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた株主に対し第62期中間配当として１株につき17円(総額 577,993,795円)を支払うことを決議しまし

た。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

 
  

  

 
臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号の規定に基づく提出 
 

平成19年４月６日 
関東財務局長に提出。

半期報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第61期中)

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成19年５月15日 
関東財務局長に提出。

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第61期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度  
(第61期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日  
関東財務局長に提出。

有価証券報告書の  
訂正報告書

事業年度  
(第61期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年10月31日  
関東財務局長に提出。



該当する事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

テイ・エス テック株式会社 

 
  
 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているテイ・エス テック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
  

 
  

平成18年12月11日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  沼  田  敦  士  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

テイ・エス テック株式会社 

 
  
 

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているテイ・エス テック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結

会計期間より在外連結子会社等の収益及び費用の換算方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
  

 
  

平成19年12月14日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  本  保  範  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  沼  田  敦  士  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

テイ・エス テック株式会社 

 
  
 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているテイ・エス テック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
  

 
  

平成18年12月11日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  沼  田  敦  士  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

テイ・エス テック株式会社 

 
  
 

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているテイ・エス テック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第62期事業

年度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
  

 
  

平成19年12月14日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  本  保  範  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  沼  田  敦  士  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。
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